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奥奥尻尻町町男男女女共共同同参参画画基基本本計計画画   
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令和４年３月 

 

 

奥 尻 町 

 



 

 

は じ め に 

 

   男女がともに協働で進めるまちづくり 
 

奥尻町は引き続き、急激な人口減少と少子高齢化が進んでおります。 

また、それに伴う生産年齢人口の減少や家族形態の多様化、地域社会の変化など、

引き続き対応しなければならない多種多様な課題を解決するためには、女性の力、女

性の視点は必要不可欠です。 

平成１１年に施行された男女共同参画社会基本法では、市町村における計画策定は

努力義務とされていますが、本町では、今後、社会的にもますます必要となる女性の

力、女性の視点を取り入れるため、男女共同参画社会基本法の基本理念に基づき、「男

女がともに協働で進めるまちづくり」を基本目標に掲げ、平成２９年３月、奥尻町男

女共同参画基本計画を策定しました。 

国際社会においても将来にわたって持続可能な開発目標（SDGs）にもジェンダー

平等をはじめ、格差や不平等のないパートナーシップを活性化させることが掲げられ

ており、国においても女性の活躍推進を成長戦略の中核に位置付け、平成２７年に「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」を制定、道においても平成３０年３

月に第３次となる北海道男女平等参画基本計画が策定されております。 

あらゆる世代や分野に男女共同参画意識がしっかりと根付き、相互に支え合い、個

性を認め合う協働の精神によるまちづくりの必要性が今後さらに高まってくるものと

考えております。 

今後は、この計画に基づき、男女がそれぞれに自立したひとりの人間として、真に

平等な立場で家庭や地域、職場、学校などのあらゆる場面に参画でき、いきいきと暮

らす男女共同参画社会の実現に向けて、町民の皆様との協働のもとに施策を推進して

まいります。 

最後になりましたが、この計画をご審議いただきました「奥尻町男女共同参画推進

懇話会」をはじめとする関係各位に深く感謝申し上げます。 

 

 

令和４年３月 

奥尻町長 新 村 卓 実 
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１． 男女共同参画社会とは 

平成 11 年に制定された「男女共同参画社会基本法」第２条第１号に、「男女が、社

会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参

画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益

を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と規定されています。 

この条文の中の「参画」とは単なる参加ではなく、自らの意思によって主体的に企

画や立案から意思決定、そして実施までの全ての段階に参加するということを表して

います。 

すなわち、家庭、地域、学校、職場など、社会のあらゆる場面で、誰もが自由と平

等を享受し、性別に関わりなく自らの意思に基づく生き方が実現でき、男女が対等な

パートナーとして共に支え合い、豊かな個性と能力を十分に発揮できる社会が男女共

同参画社会です。 

 

 

２． 男女共同参画社会の必要性 

「男女共同参画社会基本法」の前文において、「男女共同参画社会の実現を２１世

紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である」と

明記されています。 

また、同法第１４条第３項には、市町村は「男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策についての基本的な計画を定めるように努めなければならない」と規定され、

市町村には、地域の風土や伝統文化、慣習、住民意識、経済状況などを踏まえながら、

男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいくことが求められています。 

 

では、なぜ男女共同参画社会づくりが必要なのでしょうか。その理由は、次のとお

りです。 

 

＜第一：基本的人権の尊重＞ 

個人の尊重と法の下の平等がうたわれている日本国憲法の下で、我が国における男

女平等の実現に向けた取組は、女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

を軸とした国際的な取組と連動して、法制度を整備することにより進められてきまし
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た。 

しかしながら、現実には、女性に対する暴力やセクシュアル・ハラスメント※１など

の人権を侵害する行為や、「男は仕事、女は家庭」といった考え方に代表される性別に

よる役割分担意識が社会のあらゆる分野において依然として存在しています。 

「男女共同参画」によって、基本的人権の尊重、男女平等の意識を社会全体に浸透

させる必要があります。 

※１ セクシュアル・ハラスメント：性的いやがらせ。特に、職場などで相手の意に反した性的な言動をいう。 

 

＜第二：社会経済情勢の変化への対応＞ 

少子・高齢化の進展や人口減少社会の到来、経済低迷による格差の拡大、家庭や地

域社会の変化など、私たちを取り巻く社会経済情勢は急速に変化しています。長期的

にみた労働力不足への懸念、社会保障制度の維持、価値観の多様化、職業観の変化、

家族形態やライフスタイルの多様化などに柔軟に対応していくため、女性の様々な分

野への進出や男性の家庭参画、働き方の見直しが図られ、男女が豊かな個性と能力を

十分に発揮できる男女共同参画社会の実現が求められています。 

 

＜第三：魅力ある地域づくりの実現＞ 

女性は、地域づくり活動をはじめ、本町のさまざまな活動において大きな役割を担

っていますが、政策・方針決定の場への参画は低い水準にあります。男女がともに政

策・方針決定過程に参画して能力を発揮できる環境を整備し、将来にわたり持続可能

で多様性に富んだ活力ある地域をつくっていくことが必要です。 

 

３．奥尻町における男女共同参画の現状と課題 

 平成 27 年には女性が、職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、

活躍できる環境を整備するため、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（女性活躍推進法）」が制定されました。 

 社会経済情勢が大きな転換期を迎える中で、豊かで活力ある社会を築くためには、

女性と男性が個性と能力を発揮し、あらゆる分野で対等に参画できる男女共同参画社

会の実現がますます重要となっています。 

 奥尻町では、人口減少、少子高齢化が一層進む中で、男女共同参画はさらに重要性

が増すと予想されることから、地域の特性を活かした男女共同参画社会づくりのため、
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平成２９年度に当初計画を作成し、女性の社会参加に向けて様々な施策を推進してい

ますが、地域における男女共同参画の現状と課題について、各種データを比較し、地

域の男女共同参画に関する意識の変化を捉え、それらを参考にした計画の基本的な考

え方や行動計画を構築します。 

 

 

（１）男女共同参画社会をめざす意識づくり 

 北海道のＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査によると、「男は仕事、女は家

庭」などと性別によって役割を決める考え方（固定的性別役割分担意識）に「同感し

ない」と答えた人は、図1-1（平成23年度）では全体31.9％だったのに対し、図1-2（平

成27年度）では全体46.1％と14.2％多くなっています。 

また、同様に「同感しない」と答えた男女別を比較すると男性が10.0％、女性が17.1％

とそれぞれ上がっており、特に女性の方が固定的性別役割分担意識に同感しないとい

う人が多くなっています。 

 

図１－1 固定的性別役割分担意識（平成23年度） 

北海道「平成２３年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」より 
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図１－２ 固定的性別役割分担意識（平成27年度） 

北海道「平成２７年度道民意識調査（男女平等参画）」より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、北海道の男女の地位の平等感について、「職場」「政治」「社会通念・慣習

しきたり」の分野で「男性が優遇されている」と答えた人が多く、図2-1の平成２３

年度時点よりも図2-2の平成２７年度時点の方がすべての分野で「男性が優遇されて

いる」と感じている人が依然として多くなっています。 

このように、固定的性別役割分担意識には同感しない人が多数でありながら、男女

の地位の平等感が低い分野もあり、固定的性別役割分担意識の解消をはじめ、地域の

実態を変える効果的な啓発活動を展開していく必要があります。 

 

図２－1 男女の地位の平等意識（平成 23年度） 

北海道「平成２３年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」 
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図 2－２ 男女の地位の平等意識（平成 27年度） 

北海道「平成２７年度道民意識調査（男女平等参画）」より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人権の尊重と健康に配慮した社会づくり 

平成 23 年度の北海道調査によると、図 3-1 では配偶者から「自分自身が暴力を

受けた」と答えた人は、男性で 5.3％、女性で 18.0％となっています。 

 この調査に関しては平成 23 年度以降の比較できる統計データはありませんが、

類似調査として図 3-2「警察における DV 事案等に係る相談件数」というデータが

あり、全国的にも増加傾向にありますが、北海道警察本部における相談件数は、平

成 23 年は 866 件だったのに対し、平成 28 年には 3,000 人を超えており、DV 事案

は北海道でも増加傾向にあります。 

 ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。暴力を容認しない社会風土

を醸成していくとともに、相談窓口の周知徹底など被害者に対する救済・自立支援

を充実させていく必要があります。 

 

図３－1 配偶者暴力を受けた経験（平成 23年度） 

北海道「平成２３年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.3

5.3

18.0

22.6

20.6

24.4

0.5

1.2

61.6

70.0

55.1 2.5

2.8

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=567]

　男性[N=247]

　女性[N=316]

自分自身が

暴力を受けた

自分のまわり

の女性が受けた

自分のまわり

の男性が受けた

自分やまわりの

人が暴力を受け

たことはない

無回答

6.7

11.8

12.7

15.8

13.7

33.3

29.1

25.4

15.8

15.3

12.5

1.5

12.5

63.4

50.0

6.1

25.0

67.5

60.0

57.3

60.3

0.9

1.6

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　２０～２９歳[N=75]

　３０～３９歳[N=110]

　４０～４９歳[N=126]

　５０～５９歳[N=114]

　６０～６９歳[N=131]

　７０歳代以上[N=8]

家庭生活 

職  場 

学校教育 

政  治 

法律･制度 

社会通念･習慣しきたり 



6 

 

配偶者暴力（DV）に関する北海道の状況 2018 より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）さまざまな分野における男女共同参画の推進 

女性は、地域づくり活動をはじめ、本町のさまざまな活動において大きな役割を担

っていますが、政策・方針決定の場への参画は低い水準にあります。 

ポジティブ・アクションを推進するなど男女がともに政策・方針決定過程に参画し

て能力を発揮できる環境を整備し、将来にわたり持続可能で多様性に富んだ活力ある

地域をつくっていくことが必要です。 

総務省の「平成 23 年社会生活基本調査」によると、夫が家事・育児・介護等に従

事する時間は、妻の就業の有無にかかわらず３０分強であり、依然として家事・育児

などの家庭の役割は女性に偏っています（図４－1）。平成 23 年以降の統計データは

ありませんが、類似調査として、図 4-2「国際的な家事育児の合計時間」をみると、

日本の男性が家事・育児に関わる時間は１日当たり１時間程度で、北海道の男性は全

国平均より短い状況です。また、国際的にみても海外との格差は大きくなっています。 

男性が家事・育児等に参画することは、家庭で過ごす時間が増え、子どもへの好影

響につながり、家事・育児等の多様な経験が男性の視野を広げるなどキャリア形成に

も寄与します。 

そのため、男女ともに固定的役割分担の意識改革を図るとともに、社会全体がワー

ク・ライフ・バランスへの理解促進や仕事と家庭を両立させるための制度が充実し、

男女がともに仕事上の責任を果たしつつライフステージに応じた多様な生き方が選択

できる社会の実現が必要です。 

 

 

図３－２ 警察における DV事案等に係る相談件数 
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  図４－1 北海道における夫婦の生活時間 
総務省「平成 23 年社会生活基本調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－２ 国際的な家事育児の合計時間 

 総務省「平成 23 年社会生活基本調査」、内閣府「平成 25 年版男女共同参画白書」より作成 
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１ 計画策定の目的及び基本理念  

第１章にあるとおり、男女のそれぞれの生き方を狭めるおそれのある性別によって

役割を固定する考え方などを見直し、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会を実現する

ことは、持続可能な魅力ある地域づくりに必要不可欠です。 

この計画は、本町における男女共同参画社会の実現に向けて、具体的な施策や事業

を総合的かつ計画的に推進するために策定します。 

本町における男女共同参画推進の基本理念（男女共同参画を推進していく上での基

本とする考え方や視点）は、男女共同参画社会基本法に定める基本理念と整合して次

のとおりとします。 

基本理念１ 男女の人権の尊重（基本法第 3条） 

人権は、すべての人が生まれながらに持っている、誰からも侵されることのない権

利です。男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、

男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなけれ

ばなりません。 

基本理念２ 社会における制度又は慣行についての配慮（基本法第 4条） 

社会制度や慣行が、「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定的な役割分担

を一般化させ、男女が自由に生き方を選択することに影響を与えることがあります。 

男女共同参画社会の形成にあたっては、社会制度や慣行の及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮することが重要です。 

基本理念３ 政策等の立案及び決定への共同参画（基本法第 5条） 

男女共同参画社会の形成にあたっては、多様な人材・能力を発揮できる環境を整備

し、男女がともに政策又は方針の立案及び決定の過程に参画する機会が確保されるこ

とが重要です。 

基本理念４ 家庭生活における活動と他の活動の両立（基本法第 6条） 

男女共同参画社会の形成にあたっては、家族を構成する男女が互いに協力し、社会

の支援の下に、育児、家族の介護その他家庭生活における家族の一員としての役割を

果たし、かつ仕事や地域生活などの家庭生活以外の活動を行うことができるようにす

ることが重要です。 

第２章 計画の基本的考え方 
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２ 計画の位置付け  

（１）市町村男女共同参画計画としての位置づけ 

この計画は、男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づく「男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画」として位置付けるもの

であり、本町における男女共同参画社会の形成に向けた総合的な施策の指針です。 

また、本計画は「女性活躍推進法」第 6 条第 2 項における推進計画と位置付け

ます。なお、第 3 章の目標 3 が該当します。 

 

（２）法令及び関連計画との整合性 

この計画は、男女共同参画社会基本法、北海道男女平等参画推進条例、国の男

女共同参画基本計画及び道の男女平等参画基本計画を踏まえ、第 6 期奥尻町発展

計画及びその他の関連計画との整合性を図っています。 

 

 

３ 計画期間  

この計画の計画期間は、令和４（2022）年度から令和８（2026）年度までの５年間

とし、社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応じて必要な見直しを行います。 

 

 

４ 計画の基本目標  

 「男女がともに協働で進めるまちづくり」 

   第６期奥尻町発展計画では、「ともに守り、育てる。イクシュン・シリ スタイ

ル」を目指しています。そこで男性と女性がそれぞれに自立したひとりの人間と

して、真に平等な立場で家庭、地域、職場、学校などのあらゆる場面に参画でき、

互いに個性を認め合い、健康で個性と能力を発揮できるような男女共同参画社会

の実現に向けて取り組んでいきます。 
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５ 目標  

第１ 男女共同参画をめざす意識づくり 

「男が仕事、女は家庭」といった性別によって役割を固定する考え方や社会慣習

が是正されたまちを目指します。 

 

第２ 人権の尊重と健康に配慮した社会づくり 

男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶など男女に関わる人権が尊重され

たまちを目指します。また、男女が生涯にわたって心身ともに健康で安心して暮ら

せるまちを目指します。 

 

第３ さまざまな分野における男女共同参画の推進 

男女が自らの選択により、職業生活、家庭生活及び地域生活に参画できる環境を

整え、さまざまな分野で男女が共に個性と能力を発揮するまちを目指します。 

 

６ 計画の体系図  

それぞれの目標を達成するために、施策の基本方向に沿って取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 奥尻町男女共同参画推進の基本理念 

基本理念１ 男女の人権の尊重 

基本理念２ 社会における制度又は慣行についての配慮 

基本理念３ 政策等の立案及び決定への共同参画 

基本理念４ 家庭生活における活動と他の活動の両立 
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７ 計画の推進体制  

 

計画の推進にあたって、役場のあらゆる部署において男女共同参画社会づくりの重

要性を認識し、職員一人ひとりが男女共同参画についての理解を深めるとともに、「奥

尻町男女共同参画推進庁内連絡会議」を設置して、全庁的かつ総合的に取組みを実施

します。 

また、地域住民の意見や提言等を施策などに反映させるため、「奥尻町男女共同参

画推進懇話会」において本町の男女共同参画の推進について審議いただきます。 

この計画は、住民をはじめ企業・地域団体等の各種団体、行政関係機関などと連携・

協働して推進します。 

 

 

施 策 の 基 本 方 向 

基基本本目目標標：：男女がともに協働で進めるまちづくり  

目標 

第３  

さまざまな分野におけ

る男女共同参画推進 

第１  

男女共同参画をめざ

す意識づくり 

（１）男女共同参画に関する正しい理解の促進 

（１）男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶 

（２）生涯を通じた男女の健康支援 

（３）高齢者、障がい者、外国人など困難を抱える人々 

の生活安定と自立支援 

 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

（２）職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

（３）漁業・農業・商工観光業における男女共同参画の 

推進 

（４）男女共同参画の視点に立った地域づくりの推進 

 

第２  

人権の尊重と健康に配

慮した社会づくり 
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行  政 

（庁内連絡会議） 

企業、各種団体 地域住民、家庭 （懇話会） 

総合推進 

協協  働働  

奥尻町の男女共同参画の推進 

＜＜  基基本本目目標標  男男女女ががととももにに協協働働でで進進めめるるままちちづづくくりり＞＞ 

 

４つの 
基本理念 



13 

 

 

 

【目標１ 男女共同参画をめざす意識づくり】 
  「男が仕事、女は家庭」といった性別によって役割を固定する考え方や社会慣習

が是正されたまちを目指します。 

施策の基本方向 

（１） 男女共同参画に関する正しい理解の促進 

 男女共同参画社会の形成を阻害するものの一つである性別によって役割を固定す

る考え方や社会慣習が根強く残っていることから、これを解消し、男女共同参画に

関する認識を深め、定着させるための広報・啓発活動を積極的に展開します。 

また、男女共同参画や人権尊重に関する正しい理解を促進するため、学習の機会

を提供します。 

目

標 

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 

 

男

女

共

同

参

画

社

会

を

め

ざ

す 

意

識

づ

く

り 

（１）男女共同

参画に関す

る正しい理

解の促進 

①男女共同参画に

関する広報・啓発 

広く町民の理解を得るため、広報おくしり、町

のホームページなどの広報手段により、男女共同

参画についての正しい理解を深めるための広

報・啓発活動を実施します。 

②様々な学習の場

をとおした啓発 

町内小中高等学校や町内会と密接な連携体制

を構築し、学校、家庭、地域が連携して、様々な

学習の場で男女共同参画に関する啓発を実施し

ます。また、男女共同参画に係る全国的・全道的

な催しを紹介するなど参加を促します。 

③図書・資料の収集

と提供 

海洋研修センター図書室において、男女共同参

画に関する図書や資料の充実に努め、町民が必要

な図書が手にできるよう、サービスの向上に努め

ます。 

④男女共同参画を

推進する教育・学習

の充実 

 学校、家庭、職場、地域社会など、あらゆる機

会を通して、町民の男女平等観の醸成に努めま

す。 

 

第３章 行動計画～具体的な取組み～ 
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【目標２ 人権の尊重と健康に配慮した社会づくり】 

男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶など男女に関わる人権が尊重され

たまちを目指します。また、男女が生涯にわたって心身ともに健康で安心して暮ら

せるまちを目指します。 

施策の基本方向 

（１） 男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶 

男女共同参画を阻害する暴力的行為は、決して許されるものではなく、なかでも、

配偶者・パートナーからの暴力、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為な

どは、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害です。男女の人権や性の尊重について

の理念の浸透を進めるとともに、男女共同参画を阻害するあらゆる暴力、特に女性

に対する暴力を根絶するため、法制度に基づいた厳正、かつ、適切な対処を行うな

ど、暴力の形態に応じた取組を総合的に進めるとともに、被害者の人権に配慮した

取組の充実を図ります。 

 

（２） 生涯を通じた男女の健康支援 

 男女が生涯にわたって心身ともに健康で充実した生活を送ることは、男女共同参

画社会の基本的要件です。ライフステージに対応した適切な健康の保持増進ができ

るよう取組を進めます。 

 

（３） 高齢者、障がい者、外国人など困難を抱える人々の生活安定と自立支援 

 高齢者人口に占める女性の割合は高く、また、障がい者、外国人など様々な困難

を抱える人々が、女性であることからくる複合的に困難な状況に置かれている場合

があります。様々な困難を抱える人々が自立し、安心して日常生活・社会生活を送

れるよう、男女共同参画の視点に立った支援を進めます。 

 

目

標 

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 

 

 

 

人

権

の

（１）男女共同

参画を阻害す

るあらゆる暴

力の根絶 

①人権尊重やあら

ゆる暴力の根絶に

向けた広報・啓発 

「女性に対する暴力をなくす運動」の実施期間

（毎年 11 月 12 日～25 日）等を通じて、広報お

くしり、町のホームページなどの広報手段や様々

な学習の場を通して、ＤＶ防止法の周知徹底など

人権尊重やあらゆる暴力の根絶に向けた啓発を

実施します。 
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尊

重

と

健

康

に

配

慮

し

た

社

会

づ

く

り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＤＶ相談窓口の

周知、相談対応 

ＤＶ相談窓口の周知を図り、相談に適切に対応

します。 

③ＤＶ被害者の保

護、自立支援 

ＤＶ被害者の緊急時の安全確保を図るととも

に、関係機関等と連携して一時保護の後の自立支

援を行います。 

④関係機関との連

携 

被害者の保護、早期発見、相談対応、情報収集

を図るため、道南地域要保護児童対策・配偶者暴

力防止対策連絡協議会や警察、医療機関、民生委

員・児童委員など関係機関と連携を強化し、ＤＶ

被害等に総合的に対応します。 

⑤ＤＶ被害者に関

する個人情報の管

理 

被害者の安全確保を図るため、関係部局との連

携に努め、ＤＶ被害者に関する情報管理を徹底し

ます。特に、住民基本台帳の閲覧等の制限の対象

となっている被害者については、特に厳重に情報

の管理を行います。 

⑥相談対応者の育

成 

相談対応の充実、相談対応者のメンタルヘルス

ケア※２を図るため、各種研修会への参加による資

質向上と精神的健康の維持を図ります。 

⑦セクシュアル・ハ

ラスメント対策の

徹底 

セクシュアル・ハラスメント防止に関する指針

を定め、庁内に相談窓口を設け、対策を徹底しま

す。 

（２）生涯を通

じた男女の健

康支援 

①健康づくりのた

めの広報・啓発 

広報おくしり、町のホームページなどの広報手

段により、健康づくりについて啓発を実施しま

す。 

②健康づくり推進 

特定健診・特定保健指導で生活習慣病の発症や

重病化の予防に努めます。また、各がん検診の実

施により病気の早期発見・早期治療を図ります。 

③子どもへの健康

支援 

子どもの健やかな成長を図るため、乳幼児健診

や小学生までの医療費の助成を実施します。 

（３）高齢者、

障がい者、外国

人など困難を

抱える人々の

生活安定と自

立支援 

①高齢者に対する

健康づくり、生活支

援 

高齢者を対象とした健康づくり教室を開催し

て高齢者の健康づくりを支援します。また、支援

を必要とする軽度の高齢者の生活支援の多様な

ニーズに対し、配食サービスや軽度生活援助サー

ビスなど安心した日常生活が送れるよう支援し

ます。 
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人

権

の

尊

重

と

健

康

に

配

慮

し

た

社

会

づ

く

り 

②高齢者の元気づ

くりへの支援 

高齢者が豊かな経験と知識を生かしながら社

会活動できるよう、老人クラブや福祉団体を育

成・支援します。 

③障がい者福祉の

充実 

ノーマライゼーション※３の理念の下、障がい者

の種別、程度を問わず、必要なサービスを受ける

ことができるよう障がい福祉サービスや地域生

活支援事業の充実に努めます。 

公営住宅のバリアフリー化や、公共施設などで

の障がい者の利用を考慮した設備の充実に努め

ます。 

また、一人ひとりの意欲や能力、適性に応じて

働くことができるよう、障がい者等の社会進出や

雇用促進の支援を促進します。 

④ひとり親家庭等

への支援 

ひとり親家庭等の医療費を助成することによ

り、経済的不安の軽減を図り、生活安定と自立を

支援します。 

⑤外国人への支援 

在町外国人が地域で安心して生活できるよう

生活、医療、防災情報などの生活情報を提供する

とともに、異文化支援に対する学習機会や国際交

流機会の提供を進めます。 

※２ メンタルヘルスケア：精神的健康の管理 

※３ ノーマライゼーション：高齢者や障がい者を隔離せず、健常者と一緒に助け合いながら暮らしていくのが正

常な社会のあり方とする考え方 

 

 

【目標３ さまざまな分野における男女共同参画の推進】 

男女が自らの選択により、職業生活、家庭生活及び地域生活に参画できる環境を

整え、さまざまな分野で男女が共に個性と能力を発揮するまちを目指します。 

施策の基本方向 

（１） 政策・方針決定過程への女性参画の拡大 

 さまざまな分野における政策・方針決定過程に男女が対等に参画することは、男

女共同参画を推進する上で重要な課題の一つです。審議会等における女性委員の登

用、女性職員の管理職への登用拡大などをさらに進めます。 

 

（２） 職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

 就業は、生活の経済的基盤であるとともに、自己実現にもつながることから、就
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業における男女の均等な機会と待遇の確保などを促進します。また、男女ともに多

様な働き方や生き方を選択し、自己実現が図られるよう、仕事と生活の調和の実現

に向けた取組を進めます。 

 

（３） 漁業・農業・商工観光業における男女共同参画の推進 

 女性の政策方針決定過程への参画拡大や就業環境を改善するなど男女がともに地

域の活性化や漁業・農業・商工観光業の振興に参画できるように支援します。 

 

（４） 男女共同参画の視点に立った地域づくりの推進 

 防災、地域おこし、まちづくり、観光、環境など地域のあらゆる分野において、

男女共同参画を推進し、多様な視点を生かした活力ある地域づくりを進めます。 

 

目

標 

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 

さ

ま

ざ

ま

な

分

野

に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進 

（１）政策・方

針決定過程

への女性の

参画の拡大 

①審議会等への女

性委員の登用 

町の各種政策・方針決定に女性の意見を反映す

るため、各種審議会等に女性委員を積極的に登用

します。 

②女性職員の管理

職への登用 

女性職員の管理職への登用を進めるため、人材

育成、女性の職域拡大などの男女間の昇進機会の

均衡を図ります。 

（２）職業生活

と家庭・地域生

活の両立支援 

①雇用における男

女の均等な機会・待

遇、仕事と家庭の両

立に向けた広報・啓

発 

広報おくしり、町のホームページなどの広報手

段、様々な学習の場を通した雇用機会均等法※４、

育児・介護休業法※５の周知、両立支援制度が利用

しやすい職場環境づくりに向けた啓発を実施し

ます。 

②保育の充実 
預かり保育などライフスタイルに対応した保

育機能とサービスの充実を図ります。 

③地域における子

育て支援 

子育てに関わる相談窓口の設置や、適切な情報

提供と経済的負担への支援などを実施します。 

子育て支援に関するネットワーク構築やサー

クル活動の推進を図ります。 

④男性の家庭参画

の促進 

育児休業制度の積極的導入と制度活用の体制

づくりや男性を含めた多様な働き方についての

啓発を進め、家庭生活と職業生活の両立を支援し

ます。 
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（３）漁業・農

業・商工観光業

における男女

共同参画の推

進 

①女性の方針決定

の場への参画促進 

漁業・農業・商工観光業における政策・方針決

定過程に女性の意見を反映することができるよ

う、女性の役員・委員等への登用を働きかけます。 

②家族経営協定の

締結促進 

生産組織の育成強化のため、休日確保や給料制

など家族の話合いによって就業条件を定める家

族経営協定の締結を促進し、働きやすい就業環境

の整備を推進します。 

③男女共同参画の

視点を生かした漁

業・農業・商工観光

業の活性化 

漁協女性部・農協女性部・商工女性部などの活

動を支援します。また、異業種交流による水産加

工業や体験観光型観光との連携や農水併合によ

る生産・供給組織を構築します。 

（４）男女共同

参画の視点に

立った地域づ

くりの推進 

①女性の方針決定

の場への参画促進 

地域づくりにおける政策・方針決定過程におい

て、諸会議への女性の参画を進めるとともに、男

女共同参画の視点に立った計画立案や施策の実

施に努めます。 

②地域づくりなど

における男女共同

参画の推進 

地域づくり等における中心となる女性指導者

の発掘や人材育成を図ります。 

また、女性の視点・意見を反映させるようなま

ちづくり会議の組織づくりや、多様なまちづくり

活動や団体のネットワークの構築を促進します。 

※4 雇用機会均等法：雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律。募集・採用、配置・

昇進等に関し、性別による差別を禁止している法律。 

※5 育児・介護休業法：育児や家族の介護を行う労働者を支援する目的で、育児休業、介護休業、子の看護休暇

について定めている法律。 

 


